
令和 4 年度事業報告書 
自 2022 年 4 月 31 日 

至 2023 年 3 月 31 日 

 

Ⅰ 会員の状況 

 

区  分 前年度末数 入 会 数 退 会 数 本年度末数 

正会員（法人・団体) ５２ ０ ０ ５２ 

正会員（個人） ３５ ３ ３ ３５ 

正 会 員 合 計 ８７ ３ ３ ８７ 

賛助会員 ４４ ０ ０ ４４ 

計 １３１ ３ ３ １３１ 

 

Ⅱ 会議の開催 

 

  １ 令和４年度定時総会の開催 

  令和４年度定時総会は、新型コロナウイルスの感染予防を徹底しつつ、令和４年５月３１

日、千代田区平河町の砂防会館別館において開催し、➀令和３年度収支決算 ➁役員の選任

について審議し、いずれも原案どおり決議した。 

次に、令和３年度事業報告、令和４年度事業計画及び収支予算について報告した。 

                    

２ 理事会の開催 

（１）令和４年度第１回理事会は、新型コロナウイルスの感染予防を徹底しつつ、令和４年

５月１６日に、千代田区平河町の砂防会館別館において web 会議システムも併用して開

催し、➀令和３年度事業報告及び収支決算 ➁定時総会の開催事項について審議し、ま

た、会長及び副会長の職務執行状況を報告し、いずれも原案どおり決議した。 

（２）令和４年度第２回理事会は、新型コロナウイルスの感染予防を徹底しつつ、令和４年

５月３１日に千代田区平河町の砂防会館別館において開催し、会長及び副会長の選定、

並びに、副会長の順序について審議し、上総理事の提案どおり決議した。 

（３）令和４年度第３回理事会は、新型コロナウイルスの感染予防を徹底しつつ、令和５年

２月２１日に千代田区平河町の砂防会館別館において、web 会議システムも併用して開

催し、➀令和５年度事業計画及び収支予算、➁顧問の委嘱、➂会員の入会について審議

し、いずれも原案どおり決議した。また、会長及び副会長の職務執行状況、災害復旧技

術専門家派遣制度及び実績を報告した。 

 

Ⅲ 役員の異動 

   令和４年５月３１日、池田三男氏、秋本敏文氏、奧野晴彦氏及び松田芳夫氏が理事を退任

し、藤澤泰彦氏及び野田徹氏が監事を退任し、脇雅史氏、足立敏之氏、日裏勝己氏、末松則

子氏、藤芳素生氏、穂積志氏、太田洋氏、入村明氏、楫野弘和氏、虫明功臣氏、上総周平氏

及び富田和久氏が理事に重任し、池田三男氏、秋本敏文氏、奧野晴彦氏及び松田芳夫氏が理

事に再任し、藤澤泰彦氏及び野田徹氏が監事に再任し、竹中喜之氏及び坂井英隆氏が理事に

就任するとともに、脇雅史氏が会長に重任し、足立敏之氏、日裏勝己氏及び藤芳素生氏が副

会長に重任し、末松則子氏が副会長に就任した。 

令和４年９月２７日、入村明氏が理事を退任した。 

 



Ⅳ 令和４年度事業報告 

１．調査研究事業  

   全国各地の災害の情報を収集整理し、災害査定の仕組み、事例、災害復旧工事に関する設

計積算基準、令和３年に採択された主要な災害採択事例に関する被災原因・復旧計画等につ

いて調査・研究を行った。また、災害査定時における被災状況、原因説明等に役立つ基礎マ

ーカー（プレート）の調査、データの保全等を行った。 

  

２．情報交換等推進事業 

（１）ホームページによる情報提供 

    Webサイト「全国防災協会」により、防災・災害復旧に関する各種の情報を当協会の会 

員及び一般国民に広く提供した。 

 

（２）月刊「防災」の発行 

      月刊｢防災｣編集委員会を開催し、令和４年４月(８７４号)から令和５年３月(８８５号)

まで毎月発行し、Webサイト｢全国防災協会｣のホームページに掲載した。 

【主な掲載記事】 

    ４月号：福井県で発生した令和３年の災害と災害復旧の取組みについて 

                   福井県土木部砂防防災課防災グループ主任 松村英彰 

５月号：山口県災害情報共有システムの紹介 

                   山口県土木建築部技術管理課・砂防課 

    ６月号：一級河川相模川上流域における水位周知河川の指定について 

                       山梨県県土整備部治水課 藤本雅樹  

    ７月号：大切な命と暮らしを守るまちを目指して～女性の視点を活かした防災～  

                       副会長 三重県鈴鹿市長 末松則子  

    ８月号：熊本地震および令和２年７月豪雨等の復旧・復興の状況について 

        ～視察、見学のご案内～   熊本県土木部河川港湾局河川課審議員 堤康博 

    ９月号：徳島県の災害に備える仕組み   徳島県県土整備部砂防・気候防災課 

気候変動・県土防災担当課長補佐 土井靖仙  

    10月号：平成３０年７月豪雨からの兵庫県宍粟市における災害復旧について  

                                          兵庫県土木部砂防課副課長 鶴野聡  

    11月号：東京都における水防災情報の発信強化の取組 

     東京都建設局河川部防災課 

    12月号：大阪府の高潮対策について   大阪府都市整備部事業調整室都市防災課 

（大阪管区気象台より出向） 瀧澤裕興 

    １月号：年頭のご挨拶         会長 脇雅史 

    ２月号：安心安全で災害に強いまち｢おおだ｣を目指して ～｢自助｣｢共助｣｢公助｣で取り

組む防災・減災対策～      理事 島根県大田市長 楫野弘和 

    ３月号：千葉県における令和元年災害と災害復旧の研修に関する取組について  

                       千葉県河川環境課防災対策室 

 

３．技術専門家等派遣支援事業 

（１）災害復旧技術専門家の派遣 

  ① 大規模災害対応専門家派遣（基金対応） 

 令和４年７月豪雨、８月豪雨により被災した宮城県大崎市、青森県鯵ヶ沢町、深浦町、

山形県長井市、飯豊町、岩手県一戸町に基金を取り崩して下表のとおり５回、延べ１４名

を無償で派遣した。 

 



令和４年度 災害復旧技術専門家派遣（大規模災害対応） 

№ 派遣原因 派遣要請機関 派遣場所 派遣回数 延べ派遣者数 

1 令和４年７月豪雨 宮城県 大崎市 １ ３ 

2 令和４年８月豪雨 青森県 鰺ヶ沢町、深浦町 ２ ６ 

3 令和４年８月豪雨 山形県 長井市、飯豊町 １ ３ 

4 令和４年８月豪雨 岩手県 一戸町 １ ２ 

計    ５ １４ 

 

➁ 災害復旧技術専門家派遣 

 研修、講習会等に下表のとおり３３回、延べ５６名を派遣した。 

 

令和４年度 災害復旧技術専門家派遣（研修、講習会） 

№ 派遣要請機関 派遣場所 派遣回数 延べ派遣者数 備  考 

1 東北地方整備局 仙台市 １ １ 災害査定官等育成研修 

2 東北地方整備局 仙台市 １ ３ 災害査定官等育成研修 

3 中国地方整備局 広島市、松江市 ２ ４ 災害査定官等育成研修 

4 筑後川河川事務所 久留米市 １ ４ 検査官等育成研修 

5 菊池川河川事務所 長崎市 １ ３ 検査官等育成研修 

6 阿蘇砂防事務所 熊本市 １ １ 検査官等育成研修 

7 長崎河川国道事務所 長崎市 １ ４ 検査官等育成研修 

8 宮崎河川国道事務所 宮崎市 １ ３ 検査官等育成研修 

9 大隅河川国道事務所 鹿児島県肝付町 １ ２ 検査官等育成研修 

10 （公財）青森県建

設技術センター 
十和田市 １ １ 災害査定研修 

11 秋田県 秋田市 １ １ 災害査定研修 

12 福島県 福島市 １ １ 災害査定研修 

13 埼玉県 さいたま市 １ １ 災害査定研修 

14 神奈川県 横浜市 １ ２ 災害査定研修 

15 三重県 津市 １ １ 災害査定研修 

16 京都府 宮津市、京都市 ２ ２ 災害査定研修 

17 （一社）九州地域

づくり協会 
福岡市 １ １ 災害査定研修 

18 （一社）九州地域

づくり協会 
福岡市 １ １ 災害査定研修 

19 福岡県朝倉市 朝倉市 １ １ 災害査定研修 

20 佐賀県唐津市 唐津市 １ １ 災害査定研修 

21 佐賀県多久市 多久市 １ １ 災害査定研修 

22 
大隅河川国道事務所 鹿児島県肝付町 ２ ５ 

災害査定研修 
（近隣自治体職員合同） 

23 北海道建設技術セ

ンター 
札幌市 １ ２ 災害復旧事業講習会 

24 （一社）青森県測量設

計コンサルタント協会 
青森市 １ １ 災害復旧事業講習会 

25 （一社）岩手県測

量設計業協会 
盛岡市 １ ４ 災害復旧事業講習会 



26 （一社）関東地域 

づくり協会 
東京都北区 １ １ 災害復旧事業講習会 

27 （公財）徳島県建

設技術センター 
徳島市 １ １ 災害復旧事業講習会 

28 （公社）全国土木コン

クリートブロック協会

九州地区連絡協議会 

福岡市 １ １ 災害復旧事業講習会 

29 全測連九州地区協議会 熊本市、佐世保市 ２ ２ 災害復旧事業講習会 

計   ３３ ５６  

 

➂ 災害復旧技術専門家派遣制度運営委員会の開催、全国会議等の開催（基金対応） 

本制度を的確に運営するため、災害復旧技術専門家派遣制度運営委員会（委員長 田上

澄雄氏）を７回（実開催２回、書面開催５回）開催し、技術専門家派遣制度要綱に基づき

４９名の新規登録等を行った。災害復旧技術専門家は４７都道府県全てに存在し、その登

録者数は４００名である。 

また、災害復旧技術専門家の技術力の維持・向上、組織運営のため、災害復旧技術専門

家ブロック代表者会議（全国会議）、災害復旧技術専門家会議（地方ブロック会議）を開催

した。 

 

（２）水防専門家の派遣 

水防団等における指導者不足や実践経験不足等により、先人から伝承された水防知識・ 

技能の習得・研鑽が困難な状況となっている現状を踏まえ、水防団等を支援するため、次

表のとおり２７回、延べ３０名を派遣するとともに、水防専門家派遣制度を運営実施した。 

なお、水防専門家の登録者数は９８名である。 

 

令和４年度 水防専門家派遣 

№ 派遣要請機関 派遣場所 派遣回数 延べ派遣者数 備  考 

1 滋賀県土木交通部

流域政策局 
守山市、甲賀市 ２ ２ 研修会・訓練 

2 
東北地方整備局 宮城県大崎市 1 3 

水防技術競争大会 

審査員 

3 山形県遊佐町 遊佐町 7 7 水防講習会 

4 福島県 郡山市 4 4 水防講習会 

5 埼玉県加須市・羽生

市水防事務組合 
加須市 1 1 水防訓練 

6 兵庫県 三木市 1 2 水防訓練 

7 帯広開発建設部 音更町 2  2  水防演習 

8 兵庫県尼崎市 尼崎市 2 2 水防工法訓練 

9 埼玉県川島町 川島町 1 1 水防訓練 

10 埼玉県行田県土整

備事務所 
行田市 1 1 水防訓練 

11 埼玉県行田市 行田市 1 1 水防演習 

12 秋田県由利本荘市 由利本荘市 1 1 水防訓練 

13 埼玉県熊谷県土整

備事務所 
熊谷市 1 1 水防講習会 

14 室蘭開発建設部 むかわ町 1  1  水防講習会 



15 留萌開発建設部 

幌延河川事務所 
幌延町 1  1  水防技術講習会 

計   ２７ ３０  

 

４．地域防災力向上支援事業 

   地域防災力の向上を図るため、令和５年１月１８日に、新型コロナウイルス感染症の状況

を踏まえ、Web による生配信で「大規模地震災害における防災・減災」等を内容とする防災

とボランティア週間講演会を、国土交通省近畿地方整備局、気象庁大阪管区気象台及び（一

社）近畿建設協会と共催した。 

 

５．わが国の災害誌編纂事業（基金対応） 

特定費用準備資金を活用して、平成２８年災から令和３年災までの資料収集、調査等を行

った。 

 

６．キャンペーン事業 

（１）災害復旧促進のための全国大会の開催 

     令和４年１１月１７日、東京都千代田区の｢砂防会館別館シェーンバッハ・サボー｣におい

て、衆議院議員６５名、参議院議員３１名、代理出席の衆議院議員・参議院議員１４４名、国

土交通大臣、国土交通大臣政務官、衆議院災害対策特別委員長、参議院災害対策特別委員長、

国土交通省水管理・国土保全局・北海道局幹部のご臨席のもと、全国から９９５名の参加を

得て令和４年度災害復旧促進全国大会を開催した。 

冒頭の脇会長のあいさつに引き続き、斉藤鉄夫国

土交通大臣、江藤拓衆議院災害対策特別委員長、三浦

信祐参議院災害対策特別委員長からあいさつをいた

だき、ご出席の国会議員、国土交通省岡村次郎水管

理・国土保全局長、橋本幸北海道局長をはじめとする

国土交通省幹部を紹介した。 

令和４年度災害復旧及び災害防止事業功労者表彰

を４８名、９団体に行い、国土交通省水管理･国土保

全局中込淳防災課長から国土交通省災害対策概況説

明、新潟県関川村長加藤弘氏から地方代表意見要望発表があり、最後に末松則子副会長（三

重県鈴鹿市長）から災害復旧の促進に関する要望決議（案）が披露され、会員総意の賛同を

得て決議し要望活動を行った。 

 

（２）その他 

➀  水防月間 

国土交通省が主催する「水防月間」に協賛した。 

➁  ｢川の日」記念事業 

  ｢川の日」記念事業に参加協力した。 

➂  防災週間 

令和４年８月３０日から９月５日の防災週間に協力した。 

➃ 濱口梧陵国際賞 

  濱口梧陵国際賞の実施に協力した。 

➄ 広報活動 

防災･災害復旧の適正化や防災意識の向上に向け、月刊「防災」などを通じ多くの方々へ

の広報活動を行った。 

➅  防災・災害復旧関係団体への支援 



だいじょうぶキャンペーン（事務局：毎日新聞社）、令和４年度関東ブロック災害復旧技

術講習会、第９回震災対策技術展大阪等を共催する等、防災・災害復旧関係団体への支援

を行った。 

 

７．研修・セミナー事業 

（１）災害復旧実務講習会の開催 

災害復旧実務講習会を令和４年５月１２日、１３日の２日間、千代田区の砂防会館別館シ

ェーンバッハ・サボーにおいて、国土交通省水管理・国土保全局防災課防災企画官岡本弘基

氏ほか１３名の講師により開講し、２５６名が受講した。 

なお、この講習会の資料である｢災害復旧工事の設計要領(令和４年版)｣、｢災害復旧実務講

義集(令和４年版)｣及び｢令和３年発生災害採択事例集｣を頒布した。 

 

（２）防災セミナーの開催 

令和５年２月１０日、東京都千代田区の星陵会館において、国土交通省、気象庁及び内閣

府政策統括官（防災担当）の後援、各地方の９つの地域づくり協会等の協賛を得て、脇雅史

会長及び岡村次郎国土交通省水管理・国土保全局長の挨拶に引き続き、中央大学研究開発機

構の山田正教授ほか４名の講師により開講し、１２０名が受講した。 

 

８．功労者表彰事業 

各都道府県等からの推薦に基づき、９月２１日に開催された銓衡委員会（委員長 日本大

学危機管理学部教授木下誠也氏）の銓衡結果に基づき、災害復旧事業及び災害防止事業に関

し特に功労のあった個人４８名及び９団体を、１１月１７日に開催された令和４年度災害復

旧促進全国大会において表彰した。 

【推薦元：受賞者】（敬称略） 

（個人）北海道：稲葉 幸裕 岩手県：濱田 哲弥 秋田県： 佐藤 奥之 

茨城県：鈴木 愼一 小林 勇 栃木県：平山 浩之 中村 資 

群馬県：霞 剛春 平形 淳一 埼玉県：鈴木 隆史 千葉県：日野 泰宏 

新潟県：棚橋 元 三木 公一 小野田 勲 峰村 修 

山梨県：宮川 一郎 千頭和 重利 岐阜県：金森 悟 村田 久之 林 雅樹 

静岡県：古屋 徹之 澤野 和隆 愛知県：白村 暁 小澤 資卓 

三重県：和田 秀樹 兵庫県：大西 末光 藤浦 俊行 

島根県：若槻 和浩 大賀 隆宏 山口県：若崎 賞 森本 真司 

徳島県：黒木 辰也 大西 孝司 高知県：中平 千敏 岡﨑 尚弘 

佐賀県：中西 正幸 長崎県：仁田原 政彦 浦川 剛志 野口 一敏 

熊本県：緒方 誠 大分県：藤﨑 裕司 工藤 達也 

鹿児島県：橘木 竜一 小倉 孝一 

全国防災協会：小池 俊雄 竹内 清文 古埜 雅士 皆本 重雄 

（団体）岐阜県：一般社団法人岐阜県測量設計業協会 一般社団法人岐阜土木工業会 

岐阜県地質調査業協会 岐阜県鋼構造物建設協会 一般社団法人高山建設業協会 

一般社団法人下呂建設業協会 一般社団法人恵那建設業協会 

静岡県：協同組合熱海建設業協会 京都府：京田辺市建設業協会 

  

９．図書出版事業 

災害査定における標準歩掛を調査した「災害査定設計標準歩掛表(令和４年版)」、災害査

定を的確、迅速に実施するため「災害査定の手引き（令和４年８月）」を編集・発行した。 

 

付属明細書は作成しない。 


